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1．実施計画書の目的 

 市街地総合再生計画書に基づいて、重点的に事業に取り組むための行動計画を

「実施計画書」としてまとめる。 

2-1．実施計画書の計画期間 

 実施計画書では、市街地総合再生計画書に基づいた再開発事業と中心市街地に 

おける様々な事業が連携することで、にぎわいと活気のある中心市街地の再生と

今後の持続可能なまちづくりを効果的に進めるため、２０３０年までの計画期間

における目標を掲げる。 

2-2．行動目標 

（１）再開発事業の取り組みの推進 

 市街地総合再生計画書において位置づけられた、重点施策区域内の再開発事業の

取り組みを推進する。（※市街地総合再生計画書「地区整備計画図」参照） 

   ■けやき並木通り軸・・・・・・・・・・・・・３ヶ所 各通り 

   （駅前けやき並木通り、国道５０号けやき並木通り、県庁前けやき並木通り） 

   ■広瀬川河畔軸・・・・・・・・・・・・・・・１ヶ所 

   ■八展通り軸・・・・・・・・・・・・・・・・１ヶ所 

   ■竪町通り軸、中心商業地、８番街区周辺・・・１ヶ所 

   ■ＪＲ前橋駅周辺・・・・・・・・・・・・・・１ヶ所 

   ■本町二丁目交差点周辺（交差点改良計画との調整を図りながら検討） 

   ■市庁舎周辺（市庁舎周辺整備の方針等により検討）   

計７地区 

（２）計画地区内の定住人口の受け皿づくり 

 再開発事業の実施によって、整備される居住施設戸数 

   ■再開発事業による供給戸数・・・・・・・・・４８０戸 

     供給戸数    ３０戸/年平均 × １６年間 

（※参考     ５戸/階 × ６階分） 

     想定人口増  ７５人/年（世帯平均２．５人 １２００人/計画期間内） 

（３）計画地区内の都市機能誘導 

 計画地区内における下記の都市機能を２箇所誘導する。 

  ※立地適正化計画に連動した誘導を図る。 

   ■医療・・・・・・幼児から高齢者まで幅広い医療施設（診療所）の充実 

   ■介護・福祉・・・高齢者福祉に対応したサービス・居住等施設の充実 

   ■子育て・・・・・子育て世代にとって利便性の高い保育施設等の充実 

   ■商業・業務・・・日々の生活に必要な食料品を扱う店舗やにぎわいに 

資する店舗、昼間人口の増加が図れるオフィス等の充実 

   ■教育・文化・・・文化や歴史、心や若者を育む、私立学校・専修各種学校 

・図書館本館機能の充実 
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2-3．目標達成（再開発事業の推進）のための方針と取り組みの方向性               

（１）土地整備の方針 

【現況整理】 

・老朽化した建築物等が多く、更新（建て替えや除却など）のきっかけと成り

得る場所がある。 

・現状では活用性の低い土地であるが、将来的には利活用を期待できる場所が

多い。 

・狭小宅地や不整形地など、利用しにくい土地の利活用を期待できる場所が 

ある。 

・平面利用から立体的な利用へ転換することにより、資産運用性の向上が期待

できる場所が多い。 

【方針】 

主に、老朽化した建築物の密集地や低未利用地が多い場所等において、再開発

事業の実施による中心市街地の活性化や人の流れの創出など、土地等の利活用

がもたらす効果が高いと思われる地区において、重点的に推進する。 

 

（２）重点施策区域別の整理（再開発事業を先行的に推進する区域） 

【けやき並木通り軸】 

  □駅前けやき並木通り 

    低未利用地や老朽化した建築物などが密集した街区での取り組みを推進 

  □国道５０号けやき並木通り 

    老朽化や耐震性の低い建築物、駐車場等の平面利用地の多い街区での取り

組みを推進 

  □県庁前けやき並木通り 

    老朽化や耐震性の低い建築物、駐車場等の平面利用地の多い街区での取り

組みを推進 

【広瀬川河畔軸】 

  広瀬川河畔軸のポイントである交水堰を中心とした周辺での取り組みを推進 

【八展通り軸】 

  老朽化や耐震性の低い建築物の多い街区での取り組みを推進 

【竪町通り軸、中心商業地】 

  老朽化や耐震性の低い建築物の多い街区での取り組みを推進 

【８番街区周辺】（千代田町中心拠点地区） 

  中心市街地内における大規模な公共用地を活用でき、８番街区周辺における 

にぎわい発信拠点となる取り組みを推進 

【ＪＲ前橋駅周辺】 

駅北口において駐車場等で平面利用されている街区のほか、駅との連動性が高

い街区での取り組みを推進 
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□再開発事業の推進地区の整理図 

 

※推進する区域及びポイントは、再開発事業の実施を決定したものではなく、

計画地区の中で整備効果が高いと考えられるものであり、先行的に検討を

取り組む必要があるとしたものである。 

 そのため、実際に再開発事業を実施する地区と異なる場合がある。 
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（３）都市環境の条件整理：再開発事業を実施する際の効果的な条件整理  

１．都市基盤整備 

  【現在の状況と課題】 

    戦災復興事業を皮切りに積極的な土地区画整理事業が実施され、概ね都市

基盤が整っているが、局所的には幹線道路を中心とした渋滞が発生してお

り、また、歩行者の利便性が充分ではないなど、改善が求められている。 

  【今後の取り組みの考え方】 

国道１７号の拡幅予定部分や本町二丁目交差点の改良など、さらに安全で

快適な公共空間を整備するとともに、社会環境や生活ニーズの変化に合わ

せた街区の再編や都市基盤の更新を検討する。 

２．交通環境 

  【現在の状況と課題】 

    ＪＲ前橋駅や上毛電鉄中央前橋駅といった鉄道基幹駅があり、市内各所へ

アクセスしやすいバス路線など公共交通は比較的整っているが、マイカー

利用率が高く、利便性で劣る公共交通は利用率の低い状態が続いている。 

  【今後の取り組みの考え方】 

    ＪＲ前橋駅と中央前橋駅の交通結節強化などによって利便性を高めるほ

か、交通政策における関係機関等とのさらなる連携により、安全で快適な

自転車利用環境や歩いて暮らしやすい環境の充実を図り、人の回遊を促す。 

３．生活利便環境 

  【現在の状況と課題】 

    旧来からの中心商業地があり、多くの医療施設が近接しているほか、市役

所や図書館などの公共サービスも充実しており、さらには保育園や幼稚園、

小学校、前橋プラザ元気２１といった子育て環境も整っているが、中心市

街地における定住人口が増加に転じるような状況とはなっていない。 

  【今後の取り組みの考え方】 

    コンパクトシティの取り組みを図りながら、高齢者のみならず若い世代に

も便利で暮らしやすいまちとして、さらなる生活利便環境の充実を図る。 

４．生活ゆとり環境 

  【現在の状況と課題】 

    都心の喧騒の中で、けやき並木や広瀬川河畔、前橋公園などのゆったりと

過ごせる環境や施設が整備されているが、滞在者の増加や人の回遊を創出

するなどの大きな効果を生み出すような環境づくりには至っていない。 

  【今後の取り組みの考え方】 

    魅力ある施設や通りづくりにより、さらにゆとりある心地よい環境を充実

させ、人がまち歩きを楽しめるような連続した空間の創出を図る。 

５．文化・芸術活動とにぎわい交流環境 

  【現在の状況と課題】 

アーツ前橋、文学館、広瀬川美術館などでの文化・芸術活動や、中央イベ

ント広場でのにぎわい交流を通じ、子供から高齢者まで多世代が楽しめる

交流環境を創出しているが、イベント・交流活動の継続性や周辺への波及

効果が充分ではない状況である。 

  【今後の取り組みの考え方】 

    継続した活動や新たな取り組みによるにぎわいと魅力ある周辺環境の整備

により、さらに交流性や回遊性の高い環境の充実を図る。 
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□都市環境条件の状況図 
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３．再開発事業の実施体制 

（１）実施体制 

 民間主導型の再開発事業を推進していくため、官民連携のもとに計画を進めていく。 

（２）フロー 

市街地整備課 

◇市街地総合再生計画など、関係権利者や民間事

業者等への周知、情報提供 

◇重点施策区域における土地・建物等の状況把握 

地区内地権者等 

◇老朽化した建築物による将来への不安 

◇建築物の解体や更新に伴う負担増 

◇未利用地、狭小宅地、不整形地による有効活用 

発動段階 

市街地整備課 

◇地区内地権者等 勉強会、説明会等の開催 

◇地区内地権者の意向把握等 

◇再開発事業コーディネーター（コンサルタント）

選定支援 

地区内地権者等 

◇再開発事業等のきっかけや機運の高まり 

◇まちづくり協議会の設立 

◇再開発事業コーディネーター（コンサルタント）

の選定 

準備段階 

市街地整備課 

◇まちづくり協議会運営アドバイス、支援等 

（再開発事業等推進団体補助金等） 

◇事業内容等、協議等 

◇検討施設内容に伴う関係部局との協議等 

まちづくり協議会 

◇現況、課題や権利関係の整理等 

◇事業（施設）内容等の検討等 

◇まちづくり構想案の検討等 

検討段階 

市街地整備課 

◇市街地総合再生計画等の関連計画との整理等 

◇事業手法の選定、協議 

（市街地再開発事業、優良建築物等整備事業） 

◇補助金、スケジュール等の整理等 

◇再開発準備組合等の設立支援 

まちづくり協議会 

◇事業計画の検討・作成等 

（施設計画、資金計画、スケジュール等） 

◇事業手法の検討等 

◇再開発準備組合等の設立 

実施準備段階 

実施段階 

市街地整備課 

◆市街地再開発事業 

再開発組合の設立支援 

都市計画決定の手続き、決定、組合認可等 

◆優良建築物等整備事業 

優良建築物等整備事業協議会の設立支援 

まちづくり協議会、再開発準備組合等 

◆市街地再開発事業 

再開発組合の設立 

◆優良建築物等整備事業 

  優良建築物等整備事業協議会の設立 

市街地再開発事業 

優良建築物等整備事業 

前橋市 再開発事業施行者等 
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４．需要と供給のコントロール 
各再開発事業で同類施設を計画する場合は、互いの事業に影響を及ぼさないよう

に、竣工年度や供給数のバランスなどを考慮して検討を進める。 

必要に応じて事業者等にヒアリングを行うなど、需要と供給のバランスを図れる

ような取り組みを行う。 

 

同類施設整備イメージ 

 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 ○○年度 建築物中心用途 

Ａ地区   竣工    マンション 

Ｂ地区   竣工    福祉施設 

Ｃ地区    竣工   マンション 

Ｄ地区     竣工  福祉施設 

Ｅ地区    竣工   商業、業務施設 

Ｆ地区     竣工  マンション 

Ｇ地区      竣工 マンション 

 ※計画地区内では、再開発事業によらない整備も行われることから、それらの 

事業とも競合しないように配慮する。 

整備実績 

地区名  施行期間 事業費 住宅等供給量 事業効果 

5 番街地区 

第一種市街地再開発事業 

平成元年７月～ 

平成８年６月 
約 59 億円 

駐車場（441 台） 

店舗、事務所 

不足す る駐 車場確保 やに ぎわ

いに寄与する店舗の誘致 

本町 213 地区 平成２年６月～ 

平成５年１２月 
約 79 億円 

事務所 

駐車場（130 台） 

立地を 活か した事業 所等 の業

務施設を誘致 

南町 365 地区 平成１２年５月～ 

平成１４年６月 
約 12 億円 

分譲共同住宅 15 戸 

店舗 

まちなか居住促進 

本町 11 地区 平成１９年１月～ 

平成２１年１月 
約 17 億円 

分譲共同住宅 60 戸 

診療所、事務所 

まちな か居 住促進と 都市 機能

（診療所）の誘導 

表町 218 地区 平成２６年３月～ 

平成２８年１月 
約 7 億円 

賃貸共同住宅 12 戸 

店舗、事務所 

まちな か居 住促進と にぎ わい

に寄与する店舗の誘致 

城東町 11 地区 平成２７年５月～ 

平成３１年２月 
約 40 億円 

分譲共同住宅 120 戸 

店舗、集会所 

まちな か居 住促進と にぎ わい

に寄与する店舗の誘致 

本町 213-2 地区 平成２８年５月～ 

平成３１年３月 
約 20 億円 

賃貸共同住宅 32 戸 

店舗、事務所 

まちな か居 住促進と にぎ わい

に寄与する店舗の誘致 

本町 14 地区 令和元年６月～ 

令和４年１月 
約 12 億円 

賃貸共同住宅 28 戸 

店舗 

まちなか居住促進 

ＪＲ前橋駅北口地区 

第一種市街地再開発事業 

令和元年８月～ 

令和６年３月 
約 120 億円 

分譲共同住宅 203 戸 

店舗、子育て支援施設 

まちな か居 住促進と 駅前 空間

の利便性向上、にぎわい創出 

 

2024 年度以降施設整備計画（予定） 

地区名 ／ 年 度 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 建築物中心用途 

千代田町中心拠点地区        業務施設、商業施設、図書館、

学校、分譲共同住宅 

新規検討地区        随時、財政状況を加味し、新規

事業を行う地区を検討する。 
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５．バックアップ体制 
（１）体系 

市街地総合再生計画を基に、それぞれの関連する部局との連携を図り、効果的な

中心市街地の再生に向けて再開発事業の推進を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）関連計画、制度等 

□都市計画課 

 ○市街地再開発事業における法定手続き 

 ○建築物のファサードデザインに関するアドバイス等 

□建築指導課 

 ○計画建築物の法的整理 

□にぎわい商業課 

 ○店舗等個別補助制度の活用 

□産業政策課 

 ○企業誘致制度の活用 

□市街地整備課（官民連携） 

 〇「前橋市アーバンデザイン」と連動した取り組みの推進 

（３）事業者に対しての補助 

近年は建築工事費の高騰により、再開発事業の遅延や延期、中止といった状況が

全国的にも見受けられていることから、様々な補助金のメニューが活用できるよ

うな計画を検討していくとともに、再開発事業の実施に関して有効な資金計画が

立てられるよう、再開発事業施行者等への助言や支援を図る。 

 

 

 

 

 

市街地整備課 

（再開発事業担当課） 
再開発事業関連 

土地区画整理事業関連 

市街地総合再生計画関連 

法制度関連 等 

  

 

 

 

国、県等関連機関  
再開発事業関連 

法制度関連 等 

  

 

都市計画課 
都市計画、景観等に関連する事項 

再
開
発
事
業
施
行
者
等 

建築指導課 
建築基準法等に関連する事項 

にぎわい商業課 
店舗誘致等に関連する事項 

産業政策課 
企業誘致等に関連する事項 

関連各課 
医療、福祉施設等に関連する事項 

道路等公共施設に関連する事項 

 その他関連する事項 
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６．計画評価の流れ 

（１）計画評価 

計画期間中、概ね３年毎に庁内における「連絡会」及び外部組織等における「協

議会」を組織し、計画の進捗状況や達成状況、その他の事業の取り組み等との整

合を精査して、計画書と実施計画書の内容を評価する。 

（２）フォローアップ 

評価した内容をもとに、新たな取り組みや制度等と整合を図りながら、必要があ

れば適宜、計画の見直しを図る。 

新たな再開発事業の実施地区を取り込むこととなった場合は、適宜、実施計画書

における「７．再開発事業の完了済み・施工中・計画中地区」に記載し、計画へ

の位置づけを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連絡会 

 庁内関係課組織 

評価協議会 

 専門家、商店街関係者等 

計画評価 

事務局（計画所管） 

市街地整備課 

※再開発事業の取り組み状況の確認 

再開発事業の実施による効果等の確認 

 中心市街地活性化施策等との整合確認 

                 など 

連絡会 

 庁内関係課組織 

策定協議会 

 専門家、商店街関係者等 

計画策定 

事務局（計画所管） 

市街地整備課 

※策定協議会は平成 26 年 10 月 28 日発足 

概ね３年毎に評価 
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７．再開発事業の完了済み・施行中・計画中地区 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 千代田町二丁目５番街地区第一種市街地再開発事業 平成８年６月竣工 完了済み 

② 本町２１３地区優良再開発建築物整備促進事業 平成５年１２月竣工 完了済み 

③ 南町３６５地区優良建築物等整備事業 平成１４年６月竣工 完了済み 

④ 本町１１地区優良建築物等整備事業 平成２１年１月竣工 完了済み 

⑤ 表町２１８地区優良建築物等整備事業 平成２８年１月竣工 完了済み 

⑥ 城東町１１地区優良建築物等整備事業 平成３1 年２月竣工 完了済み 

⑦ 本町２１３－２地区優良建築物等整備事業 平成３1 年 3 月竣工 完了済み 

⑧ 本町１４地区優良建築物等整備事業 令和 4 年 1 月竣工 完了済み 

⑨ ＪＲ前橋駅北口地区第一種市街地再開発事業 令和 6 年 3 月竣工 完了済み 

⑩ 千代田町中心拠点地区第一種市街地再開発事業 令和 12 年度竣工予定 計画中 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑩ 

 

⑨ 
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① 千代田町二丁目５番街区地区第一種市街地再開発事業 

【事業目的】 

本地区は、歴史的にも前橋の中心商業地として発展してきたなか、

郊外への大型商業施設の進出や、顧客の駐車場問題等による商業活動

の停滞、及び夜間人□の減少等が現れはじめ、前橋の都心及び中心商

業地としての機能が果たせるよう、都市の環境整備と活性化が求めら

れていた。 

このため、土地の合理的かつ健全な高度利用を図り、中心市街地の

活性化と環境の整備改善に資する良好な建築物（商業施設、駐車場）

の整備を目的に本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 第一種市街地再開発事業 組合施行 

施行者 ５番街地区市街地再開発組合 

所在地 前橋市千代田町二丁目５番５号 

地区面積 約０．３３ｈａ 

敷地面積 ２，１５８．４５㎡ 

権利者数 １３名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

都

市

計

画

決

定 

高度利用地区 

指定年月日・面積 平成４年１月２０日 ０．７ｈａ 

容積率 ２５０％以上６５０％以下 

建ぺい率 ７０％以下 

最低建築面積 ２００㎡以上 

壁面後退 道路から２ｍ 

第一種市街地再開発事業 指定年月日・面積 平成４年１月２０日 ０．３ｈａ 

都市計画駐車場 指定年月日・面積 平成４年１１月５日 ０．２２ｈａ 

施

設

建

築

物 

施設名称 シーズポート 

建築面積 １，７８３．９６㎡ 

延床面積 １５，４９１．０１㎡ 

建ぺい率 ８３％ 

容積率 ５７４％ 

構造・階数 鉄骨鉄筋コンクリート造、地上９階地下２階 

用途 駐車場（自走式立体駐車場 ４４１台）、事務所、店舗 

総事業費 約５９億円（再開発事業補助金 約１３億円） 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成元年７月  市街地再開発協議会設立 

平成４年１月  都市計画決定告示(高度利用地区、第一種市街地再開発事業)  

平成４年７月 再開発組合設立認可、組合設立 

平成５年１１月  権利変換計画認可（１１０条全員同意型） 

平成６年１月  施設建築物工事着手 

平成８年６月  施設建築物工事竣工   
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② 本町２１３地区優良再開発建築物整備促進事業（現：優良建築物等整備事業） 

【事業目的】 

本地区は、JＲ前橋駅及び上毛電鉄中央前橋駅の主要軸線上に位置し、

国道５０号に面するなど交通利便性の高い立地である。この立地を活か

すため、商業・業務地区の活性化、環境の整備に貢献する業務施設を建設

し、さらに、土地の合理的かつ健全な高度利用を図ることによって生み

出された空地を公開空地とし、併せて馬場川沿いにポケットパークを設

けることによって、歩行空間の環境整備を図ることを目的に本事業を実

施した。 

 

【地区概要】 

事業のタイプ 高度化更新型 

施行者 
東京生命保険相互会社、東京海上火災保険株式会社、 

群馬土地株式会社 

所在地 前橋市本町二丁目１３番 

地区面積 約０．３０ｈａ 

敷地面積 ２，０９７．９１㎡ 

権利者数 ４名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率  ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 前橋センタービル 

建築面積 １，４７７．１６㎡ 

延床面積 １６，２３０．２８㎡ 

建ぺい率 ７０．４１％ 

容積率 ６５１．８４％ 

構造・階数 鉄骨鉄筋コンクリート造、地上１６階地下２階 

用途 事務所、駐車場（機械式立体駐車場 １３０台） 

総事業費 約７９億円（優良再開発型建築物整備促進事業補助金 約３億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、工事監理） 

土地整備（既存建築物除却、整地）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成２年６月  事業採択承認 

平成２年６月～ 

平成３年３月  

調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計）、 

土地整備（既存建築物除却、整地） 

平成３年４月  施設建築物工事着手 

平成５年１２月  施設建築物工事竣工   
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③ 南町３６５地区優良建築物等整備事業 

【事業目的】 

本地区は、昭和４２年に土地区画整理事業が認可されて以

降、平成６年度までの２７年間という長きに亘り両毛線連続立

体事業との一体的な整備が行われた区域に位置し、周辺には保

育園や小学校、高等学校、市民文化会館があり、徒歩圏内に金

融機関、医療、商業、飲食施設も整っている。商業ビルや共同

住宅など宅地の高度利用化も進みつつあり、駅周辺を中心とし

た発展が見込まれる。 

こうした駅前立地・商業地域という地区の特性を生かして土

地の高度利用と複合化（店舗、住宅）を図り、併せて環境や街

並みに配慮した良質な住宅を供給することを目的に本事業を

実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 市街地住宅供給型、住宅複合利用タイプ 

施行者 藤原 勝 

所在地 前橋市南町三丁目６５番地２ 

地区面積 約０．１３ｈａ 

敷地面積 ８０６．６３㎡ 

権利者数 ２名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 その他地域 

基準建ぺい率  ８０％ 

基準容積率 ４００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 シエル・ジャルダン南町 

建築面積 ３１２．６４㎡ 

延床面積 ２，３１１．５５㎡ 

建ぺい率 ３８．７５％ 

容積率 ２８６．５０％ 

構造・階数 鉄骨鉄筋コンクリート造、地上８階地下１階、塔屋１階 

用途 分譲共同住宅１５戸、店舗 

総事業費 約１２億円（優良再開発型建築物整備促進事業補助金約 ０．７億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（基本・実施設計、地盤調査、工事監理）、 

土地整備（既存建築物除却、整地）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成１２年５月  事業採択承認 

平成１２年６月～ 

平成１３年３月  
基本・実施設計、地盤調査 

平成１３年６月 既存建築物除却、整地 

平成１３年７月  施設建築物工事着手 

平成１４年６月  施設建築物工事竣工   
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④ 本町１１地区優良建築物等整備事業 

【事業目的】 

本地区は、市所有の未利用地（旧消防本部庁舎跡地）で、

中心商業地及び県庁・市役所等の官公庁が立地する業務地か

ら至近距離に位置していることから、地区の特性を踏まえた

民間による土地活用が望まれていた。 

このため、公募による事業提案競技を行って土地を売却し、

民間開発によるにぎわい再生や空洞化が進む中心市街地への

人口の定着を促進させ、市街地環境の整備改善によって地区

の活性化を図ることを目的に本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 市街地住宅供給型、住宅複合利用タイプ 

施行者 ㈱エイシィカンパニーグループ 

所在地 前橋市本町一丁目 1 番１２号ほか 

地区面積 約０．３ｈａ 

敷地面積 ２，２６１．０２㎡ 

権利者数 １名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率  ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 サーパス県庁前通り 

建築面積 １，１１２．７８㎡ 

延床面積 ８，４３８．６６㎡ 

建ぺい率 ４９．２％ 

容積率 ２９７．５％ 

構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上１４階 

用途 分譲共同住宅 60 戸、診療所・事務所 

総事業費 約１７億円（優良建築物等整備事業補助金 約３億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（基本・実施設計、地盤調査、工事監理）、 

共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成１９年１月  事業採択承認 

平成１９年１月～ 

平成１９年３月  
基本設計、地盤調査 

平成１９年４月～ 

平成１９年６月 
実施設計 

平成１９年８月 施設建築物工事着手 

平成２１年１月  施設建築物工事竣工   
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⑤ 表町２１８地区優良建築物等整備事業 

【事業目的】 

本地区は、ＪＲ前橋駅から至近距離に位置してお

り、同駅と中心商業地を結ぶシンボルロード、けやき

並木通りに面していることから、地域の活性化に寄与

する土地利用が求められている。しかし、既存の事務

所ビルは新耐震基準制定前の建築であったことから、

入居率が低下して空室が目立ち、耐震面での不安や地

区の魅力低下などが課題となっている。 

このような課題を解決するため、土地の共同化を図り、住宅や店舗を含む複合施設を建設

することで、まちなか居住の促進や立地を活かした賑わいの創出を図ることを目的として、

本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 優良再開発型、共同化タイプ 

施行者 前橋駅前表町二丁目優良建築物等整備事業協議会 

所在地 前橋市表町二丁目１８番１ほか 

地区面積 約０．２ｈａ 

敷地面積 １，３００．１２㎡ 

権利者数 ４名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 ケヤキテラス 

建築面積 ３２７．００㎡ 

延床面積 １,１９９．０６㎡ 

建ぺい率 ２５．１５％ 

容積率 ８０．９９％ 

構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上５階 

用途 賃貸共同住宅１２戸、店舗・事務所 

総事業費 約７億円（優良建築物等整備事業補助金 約２．６億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、工事監理）、 

土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成２６年３月  事業採択承認 

平成２６年５月～ 

平成２７年３月  

調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計）、 

土地整備（既存建築物除却、補償） 

平成２７年４月 施設建築物工事着手 

平成２８年１月  施設建築物工事竣工   
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⑥ 城東町１１地区優良建築物等整備事業 

【事業目的】 

本地区は､中心商業地や上毛電鉄中央前橋駅から至

近距離に位置し、南側を広瀬川が流れる風光明媚な環

境にありながら、既存建築物は老朽化が進んで空室も

多く、利便性の高さや良好な水辺環境を有する地区の

特性が活かされていない状況である。 

このため、土地の有効活用を図り、まちなか居住の

推進や、広瀬川の景観を活かした商業ゾーンの設置に

よるにぎわい創出などを目的に、共同住宅（一部商業）の建設を計画する。さらに､敷地に多

くの空地や広場を設けることにより、１階店舗との相乗効果で人が集い、水辺空間を満喫で

きる憩いの場を創出することで、地域の活性化はもとより、今後の開発のモデルケースとす

べく、本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 優良再開発型、共同化タイプ 

施行者 住友不動産株式会社 

所在地 前橋市城東町一丁目１番１ほか 

地区面積 約０．３ｈａ 

敷地面積 ２，４８１．４２㎡ 

権利者数 ５名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 準防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ４００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 シティテラス前橋広瀬川 

建築面積 １，３７３．７８㎡ 

延床面積 １２，９７４．１２㎡ 

建ぺい率 ５５．３６％ 

容積率 ３９８．９９％ 

構造・階数 鉄筋コンクリート造、地上１２階 

用途 分譲共同住宅１２０戸、店舗・集会所 

総事業費 約３９．２億円（優良建築物等整備事業補助金ほか 約１２．４億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、工事監理）、 

土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成２７年５月  事業採択承認 

平成２７年７月～ 

平成２８年１２月  

調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計）、 

土地整備（既存建築物除去、補償） 

平成２９年３月  施設建築物工事着手 

平成３１年２月  施設建築物工事竣工   
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⑦ 本町２１３－２地区優良建築物等整備事業 

【事業目的】 

本地区は、前橋市市街地総合再生計画における重点

施策区域内に位置し、ＪＲ前橋駅と上毛電鉄中央前橋

駅とを結ぶ主要軸線上にあるほか、主要地方道前橋・

赤城線（赤城山方面）、国道５０号、及び国道１７号

方面への重要な交通結節点、「本町二丁目五差路交差

点」に接している。 

しかし、地区内の既存建築物は空きビル化し、前橋

市の中心市街地における重要なアクセスポイントに

マイナスイメージを与えている状況である。 

このような課題を解消するため、店舗やオフィス、共同住宅を整備することにより、まち

なかへの居住促進やにぎわいの創出を図り、ひいては中心市街地に明るさを取り戻すことを

目的として、本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 優良再開発型、共同化タイプ 

施行者 本町 213-2 地区優良建築物等整備事業共同施行者協議会 

所在地 前橋市本町二丁目１３番４ほか 

地区面積 約０．３ｈａ 

敷地面積 １，５４５．３１㎡ 

権利者数 ３名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 ゴサロビルディング 

建築面積 1，２２２．５２㎡ 

延床面積 ９，５１２．７５㎡ 

建ぺい率 ７９．１１％ 

容積率 ４５４．９４％ 

構造・階数 
住宅棟：鉄筋コンクリート造、地上１０階 

駐車場棟：鉄骨造、地上 8 階 

用途 賃貸共同住宅３２戸、事務所、店舗、駐車場（147 台） 

総事業費 約１９．８億円（優良建築物等整備事業補助金 約８．６億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、工事監理）、 

土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成２８年５月  事業採択承認 

平成２８年６月～ 調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計）、 

土地整備（既存建築物除却、補償） 

平成３０年３月 施設建築物工事着手 

平成３１年３月  施設建築物工事竣工   
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⑧ 本町１４地区優良建築物等整備事業  

【事業目的】 

本地区は、県庁や市役所を中心とした行政サービスの

集積地に近く、また、多くの店舗やオフィス等を擁する

中心商業地に近接した地区であるが、近年になって各種

サービス機能や住環境の郊外化が進み、その影響により

定住人口の減少や高齢化が顕著となっているなど、都心

及び中心商業地としての機能が果たせるよう、都市環境

の整備と活性化が求められている。 

こうした課題の解消に向け、土地の合理的かつ健全な

高度利用を図っていくため、シンボルストリートである

けやき並木通りを活かした県都としての落ち着きのある

空間と優れた都市景観の形成のほか、中心市街地の活性化や、まちなか居住環境の向上に資

する良好な建築物（居住施設、商業施設）を整備することを目的に、本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 優良再開発型、共同化タイプ 

施行者 前橋市本町１４地区優良建築物等整備事業共同施行者協議会 

所在地 前橋市本町一丁目４番１ほか 

地区面積 約０．1ｈａ 

敷地面積 ７６３．３㎡ 

権利者数 ３名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 コア・シティ OTEMON 

建築面積 ５２８．９㎡ 

延床面積 ３，３８０．１２㎡ 

建ぺい率 ６９．３％ 

容積率 ３２４．８４％ 

構造・階数 鉄骨造、地上８階 

用途 賃貸共同住宅２８戸、店舗 

総事業費 約１２億円（優良建築物等整備事業補助金 約２．２億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、工事監理）、 

土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

令和元年 5 月 事業採択承認 

令和元年 6 月～ 調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計） 

令和２年 12 月 施設建築物工事着手 

令和４年 1 月 施設建築物工事竣工   
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⑨ ＪＲ前橋駅北口地区第一種市街地再開発事業 

【事業目的】 

JR 前橋駅の北口広場周辺は、駅に降り立った人々が中

心商店街や県庁方面へ向かう玄関口、けやき並木通りの

起点であり、前橋市の顔となる重要なエリアである。 

駅前という利便性の高い土地であり、高度利用地区に

指定されていることから、土地を有効に活用すべき区域

であるが、長年にわたって平面駐車場として使用される

など、低・未利用地が目立つ地区である。 

このような状況の中、土地の共同化により街区全体で

まとまった規模の建物を計画することで、土地を合理的

に高度利用することができ、タワー型マンションの共同住宅機能のほか、低層階には子育て

支援施設や店舗等を複合配置して、多世代のニーズに対応する駅前空間の利便性向上やにぎ

わい創出などを図ることを目的に、本事業を実施した。 

【地区概要】 

事業のタイプ 第一種市街地再開発事業 個人施行 

施行者 ファーストコーポレーション株式会社、東京建物株式会社 

所在地 前橋市表町二丁目２９番２ほか 

地区面積 約０．７ｈａ 

敷地面積 ４，０７１．６３㎡ 

権利者数 ３名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 Brillia Tower 前橋 

建築面積 ２，６３５．２９㎡ 

延床面積 ２８，９７５．１１㎡ 

建ぺい率 ６８．０８％ 

容積率 ５０９．２２％ 

構造・階数 鉄筋コンクリート造一部鉄骨造、地上 2７階／地下１階 

用途 分譲共同住宅２０３戸、子育て支援施設、店舗、駐車場 

総事業費 約１２０億円（市街地再開発事業補助金ほか 約４４億円） 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、権利変換計画作成、

工事監理）、土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

平成３１年３月 事業採択承認 

平成３１年３月～ 調査設計計画（事業計画作成） 

令和元年８月 施行認可 

令和元年９月～ 調査設計計画（地盤調査、実施設計、権利変換計画作成） 

土地整備（既存建築物除却、補償） 

令和２年８月 権利変換計画認可 

令和２年 11 月 施設建築物工事着手 

令和６年３月 施設建築物工事竣工   
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⑩ 千代田町中心拠点地区市街地再開発事業(計画中) 

【事業目的】 

本地区は、前橋市の中心市街地における商業集積

地であり、９つある商店街のうち中央通り商店街と

銀座通り商店街の交差部に隣接する、本市の中心商

業地において一番の顔となる場所に位置している。

しかし、昨今の商店街の衰退や少子高齢化等に伴っ

て空き店舗が目立ち、建築物の老朽化や人口減少、

空洞化が顕著となっており、地区内にある市内唯一

の百貨店についても、建物や商業機能の更新による集客力の強化が必要となっている。 

こうした状況から、地区内にある大規模な公有地（平面駐車場等）を含む一体的な再開発

の実施により、商業施設や公共施設などの都市機能の再編や誘導を図り、多くの課題解決と

市民の都心回帰に寄与する取り組みを推進すべき地区として、土地の合理的かつ健全な高度

利用と中心市街地全体の活性化を図るため、にぎわい発信拠点づくりを実施するものである。 

【地区概要】 

事業のタイプ 第一種市街地再開発事業 組合施行 

施行者 千代田町中心拠点地区市街地再開発準備組合（組合移行を予定） 

所在地 前橋市千代田町二丁目４番、８番、１１番街区（一部）、千代田町四丁目７番街区 

地区面積 約２．７ｈａ 

敷地面積 約１８，６２５㎡ 

権利者数 ３４名 

地

域

地

区 

用途地域 商業地域 

防火地域等 防火・準防火地域 

基準建ぺい率 ８０％ 

基準容積率 ６００％ 

施

設

建

築

物 

施設名称 未定 

建築面積 未定 

延床面積 未定 

建ぺい率 未定 

容積率 未定 

構造・階数 未定 

用途 業務施設、商業施設、駐車場、住宅、教育文化施設（予定） 

総事業費 未定 

補助対象事業 
調査設計計画（事業計画作成、地盤調査、実施設計、権利変換計画作成、

工事監理）、土地整備（既存建築物除却、整地、補償費）、共同施設整備 

【事業経過】 

年  月 内容 

令和元年９月 事業協力者決定 

令和３年３月 基本構想策定 

令和４年６月 都市計画決定告示（高度利用地区、第一種市街地再開発事業） 

令和４年６月 事業採択承認 

令和４年８月～ 調査設計計画（事業計画作成）  

※イメージ  


